
事 業 内 容

10代・ 20代の若年世代
の妊産婦及び 10代・ 20
代の若年世代の悩みに対す
る電話相談・メール相談

実 施

日 時

24時間随
時

実 施

場 所

都区内
及び全国

数

従事者

3人

【
ノヽ

受益対象者
の範囲及び

人 数

新宿界隈及び東
京都内及び全国
の10代20代の若

年不特定多数
電話‐相談
延べ1,贅3件  .
メール相談
延べ5,441件

受益対象者人

数

延ベ

Q ttИ人

事業費の

金額

(円).

264,802

10代・ 20代の若年世代
の妊産婦及び 10代・ 20
代の若年世代の悩みに対す
る面接相談

特定非営利活動法人みんな
のおうちと協働 して居場所
「みんなのおうち」維持管
理の募金活動経費を行 う。
(2017年 8月～2019年 3月
を東京都福祉保健財団の助

成金で運営)

撻 時

月

新宿区内

新宿区内

居場所みん
なのおうち

都内

10人

4人
新宿界限及び

東京都内及び
全国の 10代困
代の若年不特
定多数
新宿界限の10代
20代の課題を抱
えた青少年

延ベ

&4過人

220,000

3,010

同行支援

病院に受診同行や、保健セ
ンター及び福祉等の行政機
関や関係機関に同行及び連

絡連携してつなげる。

随 時

都区内の病院

及び保健セン

ター ‐他県の
.

保健センター

センター・生

活保護窓口・

労働相談窓ロ

3人

新宿界隈及び
東京都内及び
全国の10代 20
代の若年不特
定多数

事業名

・
若

妊

援

代

の

の
支

０
代

代

の

2１

０

緊急に保護が必要な場合
は、関連する関係機関と連
携して安全の確保をする。

随 時

東京及び他

県女性相談
センター・

児童相談セ

ンター等

居場所 みん

なのおうち

5人
新宿界隈及び

東京都内及び
全国の 10代 20
代の若年不特
定多数

書式第 8号 (法第 10条 。第 25条関係)

元書類収受日  令和/年 1,月 3′日

差替書類収受日令和3年3丹る日

平成30年度  事 業 報 告 書
平成30年4月 1日から平成31年 3月 31日まで

特定非営利活動法人 10代・ 20代の妊娠 SOS新宿―キッズ&フ ァミリー

1 の

新宿区内及び歌舞伎町界籠を主な活動場所として事業を展開す乙
相談窓日の周知を図りながら、電話相談、メール相談、同行支援を中心とした事業を行った。
特別養子縁組家庭や、新宿区内で乳幼児を育てる親子の育児相談、交流サロンなどを行った。
特定非営利活動法人みんなのおうちと協働して開設した、居場所「みんなのおうち」を運営し中高生の
相談支援、生活指導、学習支援を行い、若年妊産婦が行政支援につながるまでの間の安全安心を保障
れ
2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業                  (事 業費の総額 1,657,607円 )

延ベ

105人

228,35



特別養子縁
組で子育て
を している

家庭 と子 ど
もの交流、
相談支援事
廉    .

わかもの就労支援などと連
携して産後の生活の立て直
しを目肘 。

随 時

都区内の生

活保護課・

ア ン ダ ン

テ・ ハ ロー

ワーク

3人

新宿界猥及び東

京都内及び全国
の10代20代の若

年不特 定多数
5件

出産後やむを得ず育てられ
ない場合は、児童相談セン
ターや民間事業所と連携す
る。

育児や家庭の相談をメール

及び電話、面接で行う。

随 時

随 時

児童相談セ

ンター・環
の会

新宿区内

3人

3人

新宿界瞑及び東|

京都内及び全国
の10代20代の若
年

新宿区内で、乳
幼児の子育てを
している家庭と
子ども

新宿 区内 で

乳幼児 の子
育て を して

い る家庭 と
子 どもの交

流、相 談支

援事業

孤立しがちな乳幼児の子育
てをしている家庭と子ども
及び、特別養子縁組家庭の

交流サロンを開催し、経験
交流や悩みを話し合える機
会と場の提供をする。

3月 2回
新宿区立戸
塚地域セン

ター

4人

9メ、_

新宿区内で乳幼
児の子育てをし
ている家庭と子
ども

30悧E/60人

m組/m人
113,146

相談スタッフ、法人スタッ
フのスキルアップ勉強会
研修会参加

毎月 1回定

期勉強会

開催

随 時

居場所みんな

のおうち他

各所

6人

15人

相談スタッフ及
び法人スタッフ 延べ21名 358,293

他のNPO
の活動にか

かわる団体

や自治体に

出前講座及
び講師派遣

事業

池のNPOの 活動にかかわ
る関係機関に出前講座及び

講師

派遣

随 時 都内 1人 他のNPOの 活
動にかかわる関

係機関及び自治
体、区民

15件 195,926

セミナーや

講座等の啓

蒙活動を行
い、ホーム
ページやリ
ーフレット

等を活用し
た発信事業

ホームページ・フェィスプ

ック・ツイッターの更新を

を行い随時、活動報告を行
い法人活動の周知理解を深
める。
リーフレット作成、チラシ

及び案内カー ドの更新を行
い、活動の周知普及を図る

法人ニュースを作成し、寄
付や支援者に毎月定凱に活
動報告を行い、理解者の輸
を広げる。

調査活動及び連携団体交流
及び連携会議

随 時

7月 ～8月

4月 ～

毎月

臨 時

事務所
全国及び

都区内

戸塚地域セ
ンター

3人

7人

5人

10人

10人

新宿界限及び東
京都内及び全国
の10代 20代の若
年不特定多数

申学・高校・専
両学校及び姜護
教論

寄付者及び支援
者

活動に関わる関
係機関及び自治

体.区民

約輔 所

210人

88,080

181,673

2,324

その他昼蒟
をき成す る
ために必要
な事業

0

5件

1件

6件

元書類収受日 令和/年』31日

差替書類収受日令和3年3几ぁ日



書式第 13号 (法第 28条関係)

平成30年度

元書類収受日 令和/年,1引日

差替書類収受日令和3伊序務日

活動計算書 (その他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

単位 :円
0  ■ 小 静 ・ 合 静

Ш
¨
¨

90.OX)0

1.032,094
1.032.004

680,000 “

Q αЮ
受取助成金

受取利息

A
1

2

受

4

5

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益 若年世代の妊産婦支援
事業収益 講師派遣
事業収益 啓蒙・発信

1,069,072
19,000

1.088.072

2.890.17`
日

1

1

1

2 の

2 そ

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

講師等、諸謝金

連携団体会費
印刷製本費
会場費・アウトリーチ

講師派遣旅費交通費
研究費(事業)
通信費
ホームページ管理

消耗品 費 (事業)
保険料 (事業)

雑 費 (事業)

369,000
25.560
52,422
179,421
195,926
358,293
187,817
88,080
165,780
14,776
20.532

1.657.`Ю 7

1.657.∞
.

50,648

59,648

59648
1.717.255

1_181919

過年度損益修正益

災害損失

Dl  ・・・②
1.lBl.919

1.053.334
人

2_240_31)|
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

元書類収受日 令和′年釧3′日

榊 収受日令和3お几あ日

平成 30 年度 貸借対照表角・え者谷魚3キ 10日2,8
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 10代・ 20代の 螂 SOS薔 宿―キ ッズ &フ ァミリー

◆   籠 小計・合計

A
1

2
1

の(3 ) その

形

(2)

現金預金

未収金
前払費用

棚卸資産

敷金
長期貸付金

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア

借地権

2,581,504

2.581.504

409,318

409,318

400.318

2,990,822【A】 資 産 合 計 ①+②

750,519

750.519

750.519

2

-1
1

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

750.519

1,058,384
2.240.303

-2
正

正 1,181,919
2.240_30:

2.990.822【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

一ド

目 十 ・ ・ ・ CD
:計 0+0

層:ヨ:ヨ



式 16 法 28条

平成30年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人10ft・ 20ftの妊娠願S―キッズ&フアミリー

1重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人
会計基準協議会)に よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
租卸資産なし

(2)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 :定額法
無形固定資産 :な し
(3)引 当金の計上基準
貸倒引当金: なし
賞与引当金: なし
退職給付引当金: なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
なし

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込み方式によっています。

2 |」 の 況

内容 金額 算定方t
元書類収受日  令和ノ1年 5月P′日

差替書類収受日令和3お風あ日

10代・20代の若年任産婦の支壺
科 日

10代・20代
の相談事業

10代・ 20fヽの

"卜

,サ事業

特別養子縁
組家庭の支
援

細 家庭支
援事業

講師派遣事
業
啓豪・情報
発信事業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1_受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

99,000
1,032,094

680,000
1,069,072 19,000

99,000
1,032,094

680,000
1,088,072

0

99,000
1,032,094

680,000
1,088,072

8

経常収益計 1,811,094 1,069,072 19,(X,0 2,899,166 2,899,174
Ⅱ 経常費用
●)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

1講師等、諸謝金
連携団体会費
印刷製本費
会暑費・アクトリーチ

講師派遣旅費交通費

研究費 (事業)

通信費
ホームページ管理

消耗品 費(事業)
保険料 (事業)

雑   費(事業)
減価償却費

42,000

52,422

358,293
155,536

1,380

13,46■

220,000

177,321

38,558
7,730

4,74■

2,000 105,000

1,100

3,010

7,046

195,926

25,560

1,000

29,271

88,080
125,842

2,324

369,000
25,560
52,422

179,421
195,926

358,293

187,817

88,080
165,780
14,776

2(),532

59,648

369,000
25,560
52,422

179,421

195,926
358,293
187,817

88,080
165,780
14,776

20,532
59.648

その他経費計 623,095 448,353 2,000 1lι 166 195,926 272,077 1,(コ57.607 59,648 1,717,265
経常費用計 448,353 2,000 116,156 195,926 59,648 1,717,255

当期経常増減額 1,187,999 -448,353 -2,000 -116,156 -59.640

■■■■‖■■■■■■■■‖■■■■■■■■||■■■■

3
施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

(単位 :円 )

「

雨輌 嗣 匡互亜 互匡亜亜□
三コ互理正三匹亜亜工亜亜亜回 工亜亜 コ



元書類収受日 令和1年夕月3′日

差替書類収受日 令和3年31)`旧4使途等が制約された寄附全等の内訳   なし
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   Flユ.下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

(単位 :円 )

5固定資産の増減内訳
(単位 :円 )

6借入金の増減内訳

7役員及びその近規者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

円

8その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
・ 事業費と管理費の接分方法

備品の減価償却費のみを管理費として計
上

・ その他の事業に係る資産の状況
なし

1容 当期減少額 備 考

合計 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

取得 減少

238,5(0 230,376 59,648 409,318 59,648 409,318

0 50,6毬 409,318 59.648

有形固定賢産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計 409,318

■■■■

科 日 当期借入

ｎ

）

合言1 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■

科 目
計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近規者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

期首残高可雪爾函茄顧1 □医□∃

期末取得□ 減●■力累亜 帳簿面頭 |

三7雨両面

「

τ雨戸¬

却貢顧得面積1

塵藝唾匿I亜天夏司覇首残高¬



書式第 17号 (法第 28条関係 )

平成 30 年度

撃彰走言インい3年 lο日27a

事 業 報 告 用

特定非営利活腱藍人 10代・ 20代の妊饉 SOS缶 宿―キッズ &フアミリー

元書類収受日 令和/年夕鳳ν日

差替書類収受日令和3年3几あ日

金

2.581.504

0

1,274,656
1,237,834
69,014

2,581,504

壼

( 産

(1

(2) 影ロ

3) そ

) 移 ロ

パ ソコン
品

○○銀行
金

販売用寄附物品
椰卸

普通預金
長害口座
通常貯金

借地権
CO市事業所

現金預金
手元現金
巣鴨信用金庫

ゆうちょ銀行
ゆうちょ銀行

未収金
前払費用
立替金

ンフ トウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

敷金
OO市事業所

車両運搬具
事業用車両

2.581_504

409,318

409.318 409.318

400018

【A】 資 産 合 計 ①+② 2.990.822

750,519

750,519 750,519

引当金
職員

1

-1

未払金

未払金 (個人立春分 )

預 り金
源泉薇収税

長期借入金
OO銀行借入金

750.519

0

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 750.519

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 2.240.303

「■田ロロ‐ :口|― r:■
|IE ■
『
fllEコ】||『:i

■■■■■■

■■■■■■
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書式第 1号 (法第 10条関係)

元書類収受日 令和′年夕月丸侶

差替書類収受日 令和3年3月 :0日

平成30年度 役員名簿
平成 30年 4月  1日 から  平成 31年  3月  31日 まで
特定非営利活動法人 10代・ 20代の妊娠SOS新宿一キッズ&ファミリー

役 名
(フ リガナ)

氏   名
住 所 又 は 居 所 就任期間

報酬を受けた

期  間
(全員報酬無し)

1
理事長 (サ トウハツミ)

佐藤 初美

30午4月 1日

31年3月 31日

年 月 日

年  月
日

2 理事 (コバヤシヒロコ)

小林 普子

30年4月 1日

31年 3月 31日

年 月 日

年  月
日

3
理事 (サイ トウエキヨシ)

齋藤 幸芳

30年4月 1日

3」手3月 31日

年 月 日

年  月
日

4 監事 (ヒ ラタヤスロウ)

平田 康郎

30年4月 1日

31年3月 31日

年 月 日

年  月
日

5

6

7

8

9

10



書式第 4号 (法第 10条関係)

平成 30年度 社員のうち10人以上の者の名簿
平成 31年 3月 31日現

特定非営利活動法人 10代 。20代の妊娠 SOS新宿―キッズ&フ ァミリー

氏    名 住 所 又 は 居 所

1
佐藤 初美

2 小林 普子

3 小宮員理子

4 宮崎 博美

5 齋藤 幸芳

6 茂手木ひろみ

7 三井 悠

8 石川千佳子

9 仁木 やす子

10
平田 康郎

11




